
 

 

 

草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業 

入札説明書等に関する質問に対する回答 
 

 

・質問は、原文のまま掲載しておりますが、明らかな誤字、脱字および表記の誤りと判断した箇所については、一

部修正しております。 

 

 

令和６年１０月２９日 

草津栗東行政事務組合 



■草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業の入札説明書に関する質問に対する回答

No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

1 入札説明書 4 第2 1 (7) ウ (ｸ)公金収納代行業務
利用者が支払う利用料は、現金のみと考えてよろしいでしょう
か。

現金のみの取り扱いで考えています。

2 入札説明書 7 第2 2 （2） 施設構成

「延床面積合計2,600㎡程度(1割程度の増減可能）」の表記が
あり、読み方によっては提案可能な床面積にかなり幅があると
思われます。具体的な面積、もしくは割合をご指示いただけない
でしょうか。

総合的に優れた計画となるようご提案ください。

3 入札説明書 7 第2 2 （2） 公衆Wi-Fi
公衆Wi-Fiの仕様については事業者提案、との理解でよろしい
でしょうか。

ご理解のとおりですが、公衆Wi-Fiとしての利用実績があるものが
望ましく、また、セキュリティ面等で信頼のおけるものを導入いただ
く必要があると考えます。

4 入札説明書 9 第3 1 (1) 入札参加者の構成等
(ア)で「設計業務に当たる者」等７つの業務について定義を行っ
ておりますが、SPCのFA業務等７つの業務以外を行う者を「構
成員」・「協力企業」として参加することは可能でしょうか。

問題ございません。ただし、「構成員」「協力企業」として参加される
のであれば、入札説明書P.9の「入札参加者の参加資格要件（共
通） 」は満たして頂く必要があります。
なお、「入札参加者の参加資格要件（共通） 」を確認できる書類を
ご提出ください。

5 入札説明書 11 第3 1 (3) (ｳ)建設に当たる者
備品等整備業務を行う者を建設に当たる者と別に予定する場
合、業務別の参加資格要件は無いと考えてよろしいでしょうか。

業務別の参加資格は求めておりません。

6 入札説明書 11 第3 1 (3) (ｳ)建設に当たる者
2者以上の企業で参画することとありますが、その形態として、
業務分担を明確にしたうえで、共同企業体（乙型）によることは
可能と理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

7 入札説明書 11 第3 1 (3) (ｳ)建設に当たる者
2者以上の企業で参画することとありますが、その形態として、
業務分担を明確にした上で、SPCからそれぞれの企業に個別
に発注することは可能と理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

8 入札説明書 14 第4 1 入札スケジュール
提案に関するヒアリングは、3月の上旬、中旬、下旬のいずれの
時期に実施予定でしょうか。

ヒアリング日程は、3月の上旬を予定しております。

9 入札説明書 15 第4 2 (3) 個別対話の実施（④）

個別対話参加申込に際し、様式1-2を電子メールにて提出する
こととありますが、様式集には様式1-2-1「個別対話参加申込
書」と様式1-2-2「個別対話の議題」が個別対話に関連する様
式として格納されております。いずれも、11月1日の期日までに
提出する必要があるとの理解でよろしかったでしょうか。

ご理解のとおりです。様式1-2-1「個別対話参加申込書」と様式1-
2-2「個別対話の議題」を期日までに提出ください。

10 入札説明書 15 第4 2 (3) 個別対話の実施（④）
（ｵ）参加者について、グループ（複数の法人）での参加を原則と
するとあるが、質問時間の関係等で、グループで参加した法人
が再度単独の法人で参加することは認められるか。

原則、グループ（複数の法人）の参加のみとしますが、質問にあると
おり、やむを得ない事情があり、再度個別法人での参加をいただく
ことは可能とします。
ただし、様式1-2-1で示す候補日内での対応とし、グループおよび
個別法人の参加申し込みが６枠を超過した場合は、グループでの
参加を優先するとともに、公平性を帰するため、個別法人での参加
を認めない場合があります。

11 入札説明書 17 第4 2 （9）
提案に関するヒアリン
グ

ヒアリングの詳細はいつ頃の通知を予定していますでしょうか。 ヒアリングに係る通知は、12月の上旬を予定しております。

12 入札説明書 18 第4 5 (3) 入札保証金

「落札者が契約を締結しないとき～」という記述がありますが、
落札者が入札説明書P12（エ）または（オ）に該当し、貴組合より
契約締結を見送られた場合は、違約金支払いの対象になるの
でしょうか。

対象となります。
また、基本協定書（案）第10条もご参照ください。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

13 入札説明書 22 第６ 4 (2)
契約保証金
（維持管理・運営期間）

事業者（SPC）に代わり、SPCから業務受託する構成員あるい
は協力企業が契約者となり、貴組合を被保険者とする履行保証
保険でも問題はないでしょうか。

履行保証保険は、事業者（SPC）が付保してください。ただし、事業
者（SPC）と事業者（SPC）から業務を受託する構成員あるいは協
力企業が事業者（SPC）を被保険者とする履行保証保険契約を締
結し、保険金請求権に、違約金支払債務を被担保債務とする質権
を組合のために設定し、保険証券および質権設定証書を組合に提
出する場合は、履行保証保険を、事業者（SPC）が付保する必要は
ありません。

14
入札説明書
別紙１

1 2 (1) サービス購入料A
サービス購入料Aの「SPC経費」は、施設整備期間中のSPC経
費、保険等も含まれると理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

15
入札説明書
別紙１

1 2 (1) ア
サービス購入料Aおよ
びサービス購入料B

「各年度1回、年度末に支払うものとする」とありますが、次頁の
3.(1)においては、各年度末に組合による出来高確認を受け、
組合は請求書を受理した日から30日以内に支払うとあります。
これは、例えば、2月末に当該年度の出来高検査を受けて請求
書を発行し、3月末にサービス購入料をお支払いいただけるこ
とも可能と理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

16
入札説明書
別紙１

1 2 (1) イ 出来高
予算の範囲以上の出来高となった場合は、翌年度末に支払いと
なるのでしょうか。想定をお示しください。

翌年度末の支払いとなります。

17
入札説明書
別紙１

2 3 (1) ア 出来高の確認
現状想定されている出来高の確認方法について、お示しくださ
い。

事業者の計画に基づき出来高を想定し、事業者の申請により履行
状況を確認します。

18
入札説明書
別紙１

2 4 （1）
サービス購入料Aの改
定

サービス購入料Aは改定しないとのことですが、造成業務費、火
葬炉整備業務費、運営・支援システム整備業務費、備品等整備
業務費につきましては、労務費や資材、物品の価格の値上がり
が著しい昨今の状況を考えますと業務を着手するまでには長い
期間となりますのでサービス購入料の改定の対象としていただ
きたくご検討をお願いいたします。

サービス購入料Aに含まれる業務については、予定価格を積算す
る段階で、業務着手時点までの一定の物価上昇を見込んだ算定と
しております。そのため、改定の対象といたしません。

19
入札説明書
別紙１

2 4 （1）
サービス購入料Aの改
定

サービス購入料Aは改定しないとありますが、業務費の高騰が
あると予想されます。サービス購入料ＡもBと同様に物価スライ
ドの改定の検討をお願いします。

NO.18のとおりです。

20
入札説明書
別紙１

2 4 （1）
物価変動に伴うサービ
ス購入料の改定

サービス購入料Aは改訂しないとありますが、火葬炉設置工事
は令和9年度と約3年先の施工で、物価変動については当方で
コントロールできないものであるため、サービス購入料Aも改定
項目としてお取扱いをお願いします。

NO.18のとおりです。

21
入札説明書
別紙１

2 4 （1）
サービス購入料Ａの改
定

サービス購入料Ａは改定しない、とありますが、建設業務費以
外の各業務の物価高騰の影響を受けており、サービス購入料B
と同様に物価スライドによる改定の導入をご検討ください。

NO.18のとおりです。

22
入札説明書
別紙１

2 4 （1）
サービス購入料Ａの改
定

火葬炉整備業務費、運営支援システム整備業務費、備品整備
費も「サービス購入料Ｂの改定」と同様の措置を講じて頂けない
でしょうか。

NO.18のとおりです。

23
入札説明書
別紙１

2 4 (1)
サービス購入料A の改
定

サービス購入料Aは改定しないとありますが、造成業務費、火
葬炉整備業務費、運営・支援システム整備業務費、備品等整備
業務費については、労務費、資材や物品の価格も値上がりして
いる昨今の状況を踏まえ、業務着手まで相当の期間があるた
め、サービス購入料の改定の対象としていただけませんでしょう
か。

NO.18のとおりです。

24
入札説明書
別紙１

2 4 (1)
サービス購入料Aの改
定

サービス購入料Aに該当する対象費目も、契約起点より相当期
間を経過して実施する内容が多く含まれております。サービス
購入料Aも、改定をお願い致します。

NO.18のとおりです。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

25
入札説明書
別紙１

2 4 (2)
サービス購入料Bの改
定

サービス購入料Bが改定となった場合は、各年度の予算額が増
額となるのでしょうか。
例えば、着工前の場合は、3回の支払とも増額され、建設期間中
で1回支払済みの場合は、2回分が増額となる想定でよろしいで
しょうか。

工期の設定にもよりますが、対象となるのは、令和8年度および9
年度（2回）となると理解しております。
着工前の改定については、令和8年度分および9年度分、建設期
間中は令和9年度の残工事分についての改定になります。

26
入札説明書
別紙１

2 4 (2) ア 改定請求の時期

建設業務の着工前にサービス購入料Bの変更を請求できるとあ
りますが、着工前で価格変動が絶対値15/1000を超えていれ
ば、いつでも請求できると理解してよろしいでしょうか。また、着
工前であれば複数回請求することも可能でしょうか。

ご理解のとおりです。
ただし、改定された後の再請求については、その直前の改定が基
準となります。
詳細は、入札説明書別紙1の3ページ「ウ 改定手続きー(ｳ)」をご参
照ください。

27
入札説明書
別紙１

2 4 (2) ア・イ
改定方法（着工前、建
設中）

サービス購入料Bの変更請求が可能となった場合、1,000分の
15を超える額ではなく、1,000分の15も含めた変動差額全体
を改定額としていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

28
入札説明書
別紙１

4 4 （3） ア
サービス購入料Cの改
定方法

改定率について、分母は前回改定時の指数とありますが、改定
された際は、改定年度以降の提案金額全てが改定されると考え
てよろしいでしょうか。また、再度改定される場合は、以前改定さ
れた金額をもとに更に改定していくという考え方でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。



■草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業の要求水準書に関する質問に対する回答

No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

1 要求水準書 9 第１ 8 （イ）災害時対応

3日間の火葬場運営継続のため、受水槽の設置および必要物
品等の備蓄を行うこと、とありますが、通常時の火葬場運営では
なく、災害時の「火葬継続」が可能となるために必要な備蓄量、
との理解でよろしいでしょうか。

火葬については、平常時のタイムスケジュールで１５件の対応が３
日間、可能となる備蓄量として下さい。

2 要求水準書 9 第１ 8 （イ）災害時対応
…受水槽の設置および必要物品等の備蓄を行うこと。とありま
すが、備蓄する必要物品はどのようなものを想定されているで
しょうか、ご教示ください。

3日間の最低限必要な火葬業務遂行のために必要と考えられる物
品を指します。

3 要求水準書
11
20

第２
第２

1
1

(1)
(4)

ア
オ

基本施設
施設概要

告別・収骨室はP11では「４室」、P20では「4室以上」と記載が
あります。
運営効率化や民活事業のノウハウを発揮する観点から「4室」に
限定するのではなく、「4室以上」を正と考えてよろしいでしょう
か。

「4室以上」となります。
「4室」より室数が多い提案とする場合、平面計画や運営面等の利
点が分かるように示して下さい。

4 要求水準書 11 第２ 1 （1） ア 駐車場
将来的に大型バスが利用・・・とありますが、将来的に大型バス
が駐車できる場所が確保できていれば良いとの理解でよろしい
でしょうか。ご教示願います。

ご理解のとおりです。

5 要求水準書 11 第２ 1 （1） ア 駐車場
将来的に大型バスが利用する・・・とありますが、大型バスは、何
台を想定すればよろしいでしょうか。ご教示願います。

3台程度を想定しています。

6 要求水準書 13 第2 1 （1） エ インフラ整備状況
中圧管の延伸について大阪ガスにて費用負担とのことですが、
費用負担の条件等はございますでしょうか。

大阪ガスの約款に基づき大阪ガスの費用負担がございます。詳細
については、大阪ガスネットワークに確認ください。

7 要求水準書 13 第2 1 （2） ア

造成・建設工事期間中
の仮設事務所および資
材置き場等の確保につ
いて

個別対話における回答にて「競争における公平性の確保という
観点から、組合により隣接地の借地契約を検討しています。」と
のことであったが、どのように決定されたか。

個別対話においていただいた意見について、当組合において、造
成・建設工事期間中の用地を確保することといたしました。事業用
地の隣接地を借用予定です。

8 要求水準書 19 第２ 1 (4) オ 施設概要

（イ）要求水準で規定されている整備諸室について（１事例として
火葬部門にて倉庫・台車庫など）指定されています。
諸室については、運営の工夫によっては、兼用室や兼用スペー
スとするなど、事業者の合理化提案が可能と考えてよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。要求水準書にて示す内容と変更した点につ
いては、施設利用上、要求水準を満たしていることが分かるように
記載してください。

9 要求水準書
19
26

第２
第２

1
1

(4)
(5)

オ
イ

施設概要
建築設備要件

P19（エ）管理部門にて空調機械室、電気室および自家発電機
室の記載があります。
また、P26（オ）受変電設備、(ｷ)非常用発電機は屋内を指定さ
れています。
運用・維持管理の面から問題なければ、上記の機器等を屋外型
とすることは可能でしょうか。

運用・維持管理の面から問題がないことを示したうえで、屋外型で
提案しても構いません。

10 要求水準書 21 第２ 1 （4） オ
 (ｲ) 火葬部門（炉前）
c 告別・収骨室

(g)について、簡易葬儀1.5時間は、通常15分の告別時間に追
加で1.5時間を確保するとの考え方でよろしいでしょうか。

基本計画にお示しするとおり、追加で1.5時間を想定しております。

11 要求水準書 21 第2 1 (4) オ
(ｳ)火葬部門(炉裏)
b炉室

b炉室　における火葬炉設備スペースについて、設備更新時に
備えて他メーカー炉設備による入替えも可能なように互換性を
確保する必要があるとの理解でよろしいでしょうか。

要求水準としては、更新時の他メーカーの互換性を求めていませ
ん。ただし、互換性を持たせる提案を妨げるものではありません。

12 要求水準書 22 第2 1 (4) オ
(ｴ)待合部門
d 便所（バリアフリー便
所含む）

d 便所（バリアフリー便所含む）に(f) 便房には全てひも付き非
常用ブザーを設置すること。とございますが、事務室等で発報
がわかる仕組みにする必要はありますでしょうか。

便房全てにおいて、事務室等で発報が分かる仕組みとしてくださ
い。

13 要求水準書 23 第２ 1 (4) オ
（ｵ）管理部門
b-(e)
動物火葬

現在は動物火葬を実施されておりますでしょうか。受付時の料
金体制のご教示をおねがいします。
例、１体当たり料金、計量にての料金等

草津市営火葬場では、動物の火葬は取り扱っていません。
新火葬場における動物火葬の使用料は未定です。

14 要求水準書 23 第２ 1 （4） オ
（ｵ）管理部門
ｃ 会議室

10名程度の会議・・・とありますが、一般の方のご利用も想定さ
れておりますでしょうか。ご教授願います。

事業者およびその関係者の利用を想定しています。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

15 要求水準書 24 第２ 1 （4） オ
(ｶ)事務組合部門
b　事務室

組合が準備する机等について、寸法等をお示しいただけますで
しょうか。

以下の寸法を想定しています。
机4台（W:1,400/D:700/H:720）
机3台（W:1,000/D:700/H:720）
袖机3台（W:400/D:700/H:720）
椅子7台（W:510/D:600/H:約1,000）
プリンター1台（W:700/D:700/H:700）
キャビネット5台（W:900/D:400/H:1,500）

16 要求水準書 24 第2 1 (4) オ
(ｶ)事務組合部門
c 会議室

事務組合部門に記載されている会議室は、会議室の稼働率を
考慮した上で、(ｵ)管理部門に整備する会議室と兼用してもよろ
しいでしょうか。

管理部門に整備する会議室とは別に、事務組合部門の会議室とし
て、また事務組合の執務者にとって使い勝手の良い動線となるよう
整備してください。

17 要求水準書 25 第2 1 (5) イ (ｱ) 基本事項

(ｱ) 基本事項c 配線は原則電線管に配線し、隠ぺい部は合成
樹脂製可とう管、露出部は金属管を使用すること。とございます
が、二重天井内についてはコロガシ配線としてよろしいでしょう
か。

配線は、原則電線管に配線またはケーブルラックを使用することと
してください。

18 要求水準書 26 第2 1 (5) イ (ｵ)受変電設備
「a 屋内に受変電設備を設置し」とありますが、必要な耐久性を
確保することを前提に、屋外への設置を認めていただけません
でしょうか。

NO.９のとおりです。

19 要求水準書 26 第２ １ (5) イ (ｵ)受変電設備
受変電設備が屋外設置可能となった場合、非常用照明は電池
内蔵型、受変電設備操作用は、AC制御および表示用蓄電池と
することは可能でしょうか。

設計時に協議とします。
ただし、災害時等の火葬炉運転に支障なく対応できる必要があり
ます。

20 要求水準書 26 第2 1 (5) イ (ｷ)発電設備
bに「3日間運転ができるものとする」とありますが、1日15件程
度の火葬を実施できれば、稼働時間そのものについては指定が
無いと考えてよろしいでしょうか。

火葬については、平常時のタイムスケジュールで１５件の対応が３
日間、その他受付業務等を２４時間体制で実施できる発電能力と
して下さい。

21 要求水準書 26 第２ １ (5) イ (ｷ)発電設備 受変電設備と同様に、屋外設置とすることは可能でしょうか。 NO.９のとおりです。

22 要求水準書 26 第２ １ (5) イ
(ｺ)情報表示（時計）設
備

各時計は電波時計でも、問題はないでしょうか。 設備時計としてください。

23 要求水準書 26 第２ １ (5) イ
(ｻ)拡声設備
(ﾁ)自動火災報知設備

指定されている、非常用放送装置は、消防法的に問題なければ
一般型放送設備としてよろしいでしょうか。

要求水準に示すとおり、非常用放送装置と連動することとしてくだ
さい。

24 要求水準書 27 第２ １ (5) イ (ｽ)テレビ受信設備
受信料等は事業者負担とのことですが、SPCから受託する構成
員等が契約してもよろしいでしょうか。

本事業においては、SPCから請求（SPCが負担した費用）されたも
のをSPCに対して支払うのが原則です。

25 要求水準書 27 第2 1 (5) イ (ﾀ) 防犯設備

「a 夜間や休業日に、本施設敷地内に車両等が無断で進入でき
ないよう、出入口に門等の侵入防止設備を設置すること。」とご
ざいますが、電動のカーゲート等を設置して、事務室等で遠隔
で開閉を制御する仕組みが必要でしょうか。

要求水準として求めるものではありませんが、運用面等を考慮し、
事業者において提案ください。

26 要求水準書 46 第２ 1 （7） ウ
c 予約状況や当日の受
付情報

炉前表示についての記載はございませんが、P72　６ 収骨業務
（ア）にて『炉の表示板と故人の氏名を確認』とあります。炉前表
示は要求水準と考えてよろしいでしょうか。

炉前表示の内容についてはご提案ください。６ 収骨業務（ア）では
『炉の表示板と故人の氏名を確認するなど』としており、焼骨の取り
違えが発生しないよう細心の注意をはらった運用をしていただくこ
との例示です。

27 要求水準書 48 第2 3 (6) ア 造成業務

造成業務範囲ですが造成計画図に記載がある項目はすべて該
当するのでしょうか。
また建設業務着手前に完成検査を受けることになりますが図面
に記載がある項目はすべて施工を完了させる必要はあるので
しょうか。※新火葬場を施工する上で影響がでる範囲および施
工ヤードとして使用したい範囲については外構工事時に施工と
させていただけないでしょうか。

一部外構工事に施工いただくことは可能です。
造成工事着手前にその旨説明ください。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

28 要求水準書 52 第2 5 (2) 業務期間

供用開始年月が令和10年3月と記載があります。また前回の実
施方針等に関する質問・意見への回答でも「令和10年3月中に
供用開始できることが要求水準です」とありました。3月初旬と
下旬では維持管理・運営業務費がかわってきます。供用開始日
については評価基準の対象になるのでしょうか。

不測の事態への対応も踏まえた上で、要求水準を満たすよう事業
者でご提案ください。評価基準は落札者決定基準に示すとおりで
す。

29 要求水準書 63 第３ 1 （5）
事業期間終了時の対
応

『事業終了後 2 年以内は…修繕・更新が必要とならない状態で
の期間終了を基本とする』と記載がございますが、この修繕とは
大規模修繕のこととの理解でよろしいでしょうか。

大規模修繕を含む修繕・更新を意味します。修繕および更新につ
いては、第3　1 （6）用語の定義も合わせてご参照ください。

30 要求水準書 66 第3 5
(ｱ)植栽・外構等維持
管理業務

「敷地全体の付帯施設、構内道路、その他の外構」には、2つの
調整池も含まれるのでしょうか。

ご理解のとおりです。

31 要求水準書 71 第４ 2 （2）
休業日
（ア）

1月2日については、予約受付のみ実施とありますが、職員の出
勤はせず、予約システムでの対応と考えてよろしいでしょうか。

3 予約受付業務に示す電話受付に対応できるよう必要な職員が
出勤することを想定しています。

32 要求水準書 71 第４ 2 （4）
火葬件数
（ア）（ウ）

１日最大15件に簡易葬儀2件/日も含まれる、との理解でよろし
いでしょうか。

ご理解のとおりです。

33 要求水準書 71 第４ 3
予約受付業務
（オ）

予約システムは登録制とありますが、登録制とはどのような内容
を想定されていますでしょうか。

事業者、組合、登録を希望する葬祭業者に対して、IDやパスワード
を付与していただき、登録者のみが予約システムを利用できるとい
う趣旨になります。

34 要求水準書 71 第４ 4
利用者受付業務
（エ）

火葬許可証、火葬場利用申込書等は、会葬者から火葬当日に
お預かりするとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

35 要求水準書 72 第４ 5
告別業務
（オ）

位牌の確認とありますが、位牌の有無や破損の確認と考えてよ
ろしいでしょうか。その他確認事項がございましたらご教示願い
ます。

その他位牌の氏名等、告別を始める前に必要と考えられる確認を
想定しています。

36 要求水準書 74 第４ 10
公金収納代行業務
（イ）

当日または翌日に所定の納付書により、組合が指定する金融機
関に入金することと、ありますが、事業者提案にて変更いただく
ことは可能でしょうか。

施設利用者から徴収する使用料を確実に管理できるということを
前提として、事業者提案による変更を可能とします。

37 要求水準書 74 第４ 10
公金収納代行業務
（ウ）

第三者に委託することはできない、とありますが、組合と事業契
約を締結するＳＰＣから構成企業または協力企業以外の者へ委
託はできない、との理解でよろしいでしょうか。

公金収納代行業務委託契約は、ＳＰＣと締結するものとします。

38 要求水準書 74 第４ 12
簡易葬儀対応業務
（ア）

葬儀式用　葬儀備品等は全て葬祭業者様の持ち込みされると
の認識でよろしいでしょうか。ご教示をお願いします。
例：祭壇備品等

「資料8 備品等一覧（参考）」に示すもの以外については、葬祭業
者により持ち込みしていただく想定です。

39 要求水準書 76 第４ 14 （6）
引き取りを希望しない
焼骨

『…適切な方法で取り扱うこと』とございますが、貴組合の想定
する取扱い方法とはどのようなものでしょうか、ご教示願いま
す。

墓地、埋葬等に関する法律の趣旨に則り適切に処理してください。

40

要求水準書
資料5
造成計画図一
式

切土および盛土
基礎造成平面図に盛土はすべて流用土を使用するようになって
いますが万が一、掘削土が盛土として利用できない場合は変更
の対象になるのでしょうか。

詳細について組合と協議の上、必要な変更を行います。

41

要求水準書
補足資料
開発協議に関
する協議申請
書

上下水道課（下水道）
条件番号34

下水道事業者負担金について、当該開発面積に対して200円/
㎡を賦課するとありますが負担金は別途と考えてよろしいでしょ
うか。

条件番号34に記載のとおり減免措置がございます。



■草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業の様式集に関する質問に対する回答

No 大項目 中項目 項目名 質問 回答

1 (2) ｱ 書式等
提案書の書式について、「左右に15mm以上の余白を設定する
こと」と記載ありますが、上下の余白は自由と考えてよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

2 (2) ｴ 書式等
各様式は片面印刷で提出、添付書類については、両面印刷で
提出することでよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

3
参加表明書等の作成
要領

参加表明書等に関して、「正1部、副1部」提出とございますが、
副本については「写し」を提出することでよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

4
参加表明書等の作成
要領

提案書を提出するＡ４判縦ファイルへの背表紙、表紙への記載
指定が特にございませんでしたので、「事業名」、「正本、副本の
種別」、「提案者番号」、副本へは13部の通し番号[●/13]を記
載することでよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

5
参加表明書等の作成
要領

参加表明書等の関連書類を提出するＡ４判縦ファイルへの背表
紙、表紙への記載指定が特にございませんでしたので、「事業
名」、「代表企業名」、「正本、副本の種別」を記載することでよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

6
参加表明書等の作成
要領

「電子媒体で提出するデータ形式は、ＷｏｒｄファイルおよびＰＤＦ
ファイルとすること。」とあり、押印する書類の提出するデータ形
式はWordファイルと、押印をしたPDFファイルの提出と併せて
必要でしたでしょうか。

ご理解のとおりです。

7
参加表明書等の作成
要領

電子媒体で提出するデータ形式はWordファイルおよびPDF
ファイルとすること。とありますが、各様式は、Wordのデータと
捺印をしたPDFデータの両方を提出するということでしょうか。

ご理解のとおりです。

8
参加表明書等の作成
要領

商業登記簿謄本、納税証明書は3ヶ月以内の取得したものの写
しを提出することでよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

9
参加表明書等の作成
要領

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写し（最近１
年間の未納がないことが証明できるもの）は、本社所在地で取
得をした納税証明書その３の３を提出することでよろしいでしょ
うか。

ご理解のとおりです。

10
入札手続き関係書類の
作成要領

様式３－１，３－２、３－３の提出方法は、正本・副本と、それぞれ
をクリアケースに収納し、正本・副本の種別と正本へは企業名、
副本には、提案者番号を記載することでよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

11 提案書類の作成要領

「副本には、社名および会社名が特定される記号等を記載して
はならない。」とございますが、この場合、提案書の作成における
負担軽減の観点から、正本につきましても企業名を記載せず
「構成員Ａ・Ｂ」「協力企業Ｃ」等と記載し、「企業名対応表」を作
成して、正本に差し込む対応をお認めいただけませんでしょう
か。

作成要領のとおりとします。

12 提案書類の作成要領
様式5-1～5-15、5-18については、adobe illustrator等の
ソフトで作成したいと考えているため、Jw-cadの提出ではな
く、PDFデータでの提出としていただけないでしょうか。

様式5-5～8、5-10～12については、PDFに加えて、図面尺度の
分かるCADデータ（JWWまたはDXF）も提出してください。

13 提案書類の作成要領
様式5-16備品等一覧、様式5-17火葬炉設備性能の維持管理
計画については、Jw-cadではなく、Excelファイル等での作
成・提出を認めていただけないでしょうか。

様式5-16、様式5-17をExcelファイル形式とすることを可としま
す。

書類名

様式集（記載要領）

様式集（記載要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）

様式集（提出要領）



14 提案書類の作成要領
様式7-1～7-9について、紙媒体での印刷・ファイル綴じは必要
なく、電子媒体での提出ということで問題ないでしょうか。

様式7-1～7-9についても様式4～5と同様の作成要領で提出し
てください。
電子媒体は、ExcelおよびPDFとしてください。

15
提案図面集の作成要
領

提案図面集A3判について、番号15の全体工程表はエクセルの
様式がありますが、その他の様式は特にありません。提案者番
号やページ番号など必要な事項は記載しますが、それ以外で枠
を設けるなどの書式は自由と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。1(様式5)、15(様式5-15)以外は任意書式
になりますので、「提案図面集の作成要領」に則って作成ください。

16 18
提案図面集の作成要
領

様式5-18 計画概要説明書に記載する提案計画とは、施設計
画に関する内容について記載することでよいでしょうか。

施設計画に加えて、工事計画、全体工程、火葬炉整備等を含む総
合的な計画概要を記載してください。

親番 枝番1 枝番2 枝番3 枝番4

17 様式集 2 1 参加表明書
代表者名とは、草津市、栗東市いずれかの入札参加資格者名
簿に登録されている者の記載か、もしくは会社の代表者か、どち
らの記載をすればよろしいでしょうか。

代表者名は、ＳＰＣの代表(予定)企業の代表者名をご記載くださ
い。

18 様式集 2 2 応募者の構成
１枚に複数企業が押印する様式となっていますが、様式に枝番
を付し、１社ごとに１枚作成して押印することでもよろしいでしょ
うか。

本様式については、代表者以外の押印は省略できることとします。

19 様式集 2 2 応募者の構成
１代表者と２構成員または協力企業の１者ずつの記載とし、左上
の様式番号の次に通し番号を振り複数枚にわたっての提出をす
ることでもよろしいでしょうか。

NO.18のとおり構成企業の押印を不要といたします。所定の様式
にて提出ください。

20 様式集 2 2 応募者の構成
様式2-2について、連名で記載することとなっておりますが、各
社１枚ごとに分けて記載すること、または代表者、構成員または
協力企業の代表者印を不要にしていただけないでしょうか。

NO.18のとおりです。

21 様式集 2 2 応募者の構成
1構成員が複数の役割を行う場合、役割の欄を増やして記載す
ればよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

22 様式集 2 2 応募者の構成

1枚に複数の入札参加者の捺印ですと、構成員および協力企業
が複数社経由する必要があり、作成に時間を要するため、各社
1ページ毎に記入し、入札参加企業分の枚数分での提出でもよ
ろしいでしょうか。

NO.18のとおり構成企業の押印を不要といたします。所定の様式
にて提出ください。

23 様式集 2 3 委任状
委任を受けた代理人である代表者が復代理人の選任をする場
合、復代理人への委任状の提出は不要との理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。
開札への立ち会いについては、No.22を参照ください。

24 様式集 2 4 1 参加資格確認申請書

SPCの統括マネジメント業務（資金計画ならびに資金管理業
務）を行う企業が「協力会社」として本入札に参加する場合、参
加資格確認に必要な書類として、様式2-4-1のみの提出で問題
ないでしょうか。

様式2-4-1は応募者の代表者（代表企業）が記名・押印する書類
です。

25 様式集 2 4 1 参加資格確認申請書

SPCの統括マネジメント業務を行う企業が「協力会社」として本
入札に参加する場合、申請書類に押印する印鑑は登記している
代表印以外で会社内で権限委譲されている者(部長、支店長
等)の印鑑(未登記)を使用してもよろしいでしょうか。

組合が提出を受ける書類で提出者の押印が必要な書類に関して
は、未登記の印鑑は認められません。

26 様式集 2 4
2
～
8

参加資格要件に関する
書類

参加可資格要件に関する書類に添付する「会社概要」につい
て、添付書類はパンフレットとしてよろしいでしょうか。

「会社概要」はパンフレットで代用していただいても構いません。

27 様式集 2 4
2
～
8

参加資格要件に関する
書類

複数の企業にて当該業務を実施する場合には、様式2-4-2-●
のように枝番を表記することでよろしいでしょうか。

複数の企業で業務を実施する場合は、企業ごとに様式を作成し、
枝番を追加ください。

回答
様式番号

No 書類名 項目名 質問

様式集（提案図面集の作成要領）

様式集（提案図面集の作成要領）

様式集（提出要領）



28 様式集 2 4 2
設計に当たる者の参加
資格要件に関する書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は不
要です。

29 様式集 2 4 2
設計に当たる者の参加
資格要件に関する書類

2社で設計を担当する場合には、様式2-4-2[1/2]、様式2-4-
2[2/2]と表記をして提出するという理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。複数の企業で業務を実施する場合は、企業
ごとに様式を作成し、枝番を追加ください。

30 様式集 2 4 3
工事監理に当たる者の
参加資格要件に関する
書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は不
要です。

31 様式集 2 4 4
1
2

建設に当たる者の参加
資格要件に関する書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は不
要です。

32 様式集 2 4 4
1
2

建設に当たる者の参加
資格要件に関する書類
（１）、（２）

造成業務を担当する者は、本様式２－４－４－１もしくは２－４－
４－２の提出が必要という理解でよろしいでしょうか。

本事業においては、造成業務と建設業務は別業務との認識です。
そのため、造成業務を担当する者は、様式2-4-4-1および2-4-
4-2の提出は不要です。

33 様式集 2 4 4
1
2

建設に当たる者の参加
資格要件に関する書類
(2)

確認ですが、建設を3社JVで行う場合、(様式2-4-4-3)とし、
書類名の末尾は(3)とすればよろしいでしょうか。

ご質問のとおり、建設を3社で行う場合は、企業ごとに様式を作成
し、枝番を追加ください。

34 様式集 2 4 5
火葬炉設置に当たる者
の参加資格要件に関す
る書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は不
要です。

35 様式集 2 4 6
運営に当たる者の参加
資格要件に関する書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は、
令和6年度の草津市または栗東市の入札参加資格者名簿に登録
されている者は、不要です。令和6年度の草津市または栗東市の
入札参加資格者名簿に登録されていない者は、滞納なき証明書
（納税義務者でない場合も含む）を添付ください。

36 様式集 2 4 7
維持管理に当たる者の
参加資格要件に関する
書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は、
令和6年度の草津市または栗東市の入札参加資格者名簿に登録
されている者は、不要です。令和6年度の草津市または栗東市の
入札参加資格者名簿に登録されていない者は、滞納なき証明書
（納税義務者でない場合も含む）を添付ください。



37 様式集 2 4 8
火葬炉運転に当たる者
の参加資格要件に関す
る書類

納税証明書（法人税、消費税および地方消費税）の写しについ
ては、それぞれの「その３－３」を添付することでよろしいでしょう
か。
また、入札説明書に示されている草津市税および栗東市税を滞
納していないことを証する書類は特に添付は不要との理解でよ
ろしいでしょうか。

納税証明書については、ご理解のとおりです。
草津市税および栗東市税を滞納していないことを証する書類は、
令和6年度の草津市または栗東市の入札参加資格者名簿に登録
されている者は、不要です。令和6年度の草津市または栗東市の
入札参加資格者名簿に登録されていない者は、滞納なき証明書
（納税義務者でない場合も含む）を添付ください。

38 様式集 3 3
開札への立ち会いに関
する表明書

復代理人が立ち会う場合、復代理人への委任状の提出は必要
でしょうか。必要な場合には、様式をご教示いただけませんで
しょうか。

復代理人の委任状の提出は必要です。
開札の立ち合いについて委任する旨を示した任意の様式でご提出
ください。

39
様式集
（Excel版）

7 6
火葬炉設備の長期修
繕経費の内訳
動物炉の修繕費

動物炉の修繕費は様式7-6を参考に別途作成とありますが、別
途作成したものは、様式7-6の2ページ目として取り扱うので
しょうか、様式の取扱いをお示しください。

様式7-6を参考に、タイトルを変更して別途作成してください。な
お、様式7-6をA3で印刷すると、おそらく1ページでは収まらない
と思われます。

40
様式集
（Excel版）

7 6
火葬炉設備の長期修
繕経費の内訳
動物炉の修繕費

動物炉の修繕費は様式7-6を参考に別途作成とありますが、項
目について指定はありますでしょうか。

特に指定する項目はありません。

41
様式集
（Excel版）

7 7

サービス購入料Ｃ　支
払明細書
C-3の金額内訳につい
て

運営・維持管理期間の[Ｃ-3]は、様式7-6に記載した(1)～
(21)までの修繕費と消耗品関係の金額を含めた年間合計金額
に加え、動物炉の修繕費および消耗品関係を加えた合計金額
の記載でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

42
様式集
（Excel版）

7 8

SPCの長期収支計画
表
キャッシュフロー計算
書

キャッシュフロー計算書について、直接法での作成でよろしいで
しょうか。
直接法によるキャッシュフロー計画の方が、各年度のサービス
対価などの収入と各年度の支出額が明示されるため、キャッ
シュフローを確認しやすいものと考えます。

直接法・間接法のどちらでも問題ございません。



■草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業の基本協定書（案）に関する質問に対する回答

No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

1
基本協定書
（案）

2 第4条 第1項 第1号 事業者の設立
事業者の登記上の本店所在地を草津市内または栗東市内とす
るとありますが、本施設を本店所在地とすることは可能でしょう
か。

入札説明書等を満たす限りにおいて、可能です。

2
基本協定書
（案）

5 第9条 事業契約の不成立
組合議会の承認を得られなかった場合は、甲の責めに帰すべき
事由と考えてよろしいでしょうか。

議会の議決・否決は甲・乙ともに責めに帰すべき事由ではありませ
ん。なお、提案等に関する費用負担は入札参加者自身に求めてい
ます。入札説明書25ページ「第８－２ 提案に伴う費用負担」をご参
照ください。

3
基本協定書
（案）別紙4

12 事業者の設立 記名押印するのはSPCの記名押印でよろしいでしょうか。 ご理解のとおりです、



■草津栗東行政事務組合火葬場整備・運営事業の事業契約書（案）に関する質問に対する回答

No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

1
事業契約書
（案）

2 第1章 第5条 第3項
費用負担および本件業
務の資金調達

事業者は交付金関連資料作成等の協力をするとありますが、具
体的にどのような交付金を想定されているのかご教示いただけ
ますでしょうか。

下記の想定がございます。
・滋賀県びわ湖材利用促進事業　木造公共等施設整備補助金
・PFI事業に対する地方交付税（構成市）

2
事業契約書
（案）

2 第1章 第8条 第1項 第三者に生じた損害

貴組合の責めに帰すべき事由により、貴組合が負担する費用に
は、合理的な金融費用（弁護士費用等の専門家コスト、ブレーク
ファンディングコストを含むがそれらに限られない。）も含まれる
理解にてよろしいでしょうか。

組合の責めに帰すべき事由により組合が負担すべき費用が発生し
た場合には、組合が負担します。

3
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第1項 契約の保証
契約保証金を第3項に基づき履行保証保険契約とした場合、事
業契約の締結日までの提出としていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

4
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第1項 契約の保証

「サービス購入料（施設整備業務）の合計金額の100分の10に
相当する額」とありますが、これは「入札説明書別紙1：サービス
購入料の構成等について」に記載されているサービス購入料A
とサービス購入料Bの合計金額であり、消費税相当額は含めな
くてもよろしいでしょうか。

消費税相当額が含まれます。

5
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第1項 契約の保証
「入札説明書」_第6落札決定後の手続_4契約保証金_(1)整備
期間に記載されているとおり、消費税および地方消費税を含む
金額でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

6
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第2項 契約の保証

「当該事業年度に組合が支払うべきサービス購入料（維持管
理・運営業務）の合計金額の100分の10に相当する額」とありま
すが、これは「入札説明書別紙1：サービス購入料の構成等につ
いて」に記載されているサービス購入料Cであり、消費税相当額
は含めなくてもよろしいでしょうか。

消費税相当額が含まれます。

7
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第2項 契約の保証
「入札説明書」_第6落札決定後の手続_4契約保証金_(2) 維持
管理・運営期間に記載されているとおり、消費税および地方消
費税を含む金額でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

8
事業契約書
（案）

3 第1章 第9条 第3項 契約の保証

維持管理・運営業務期間における契約保証金は、令和9年度分
については、当該期間開始前に令和9年度分の契約保証金を
納付することとなっております。今回、契約保証金を草津栗東行
政事務組合契約規則第35条第3号の履行保証保険契約によ
り、減額または免除を受ける場合については、1ヶ月未満の履行
保証保険契約となってしまうため、サービス購入料Cの支払が、
令和9年度分は令和10年度に予定される第1回の支払に加算さ
れることから、履行保証保険契約も令和10年度分と合わせての
契約としてもよろしいでしょうか。

履行保証保険は各年度ごとの付保をお願いします。

9
事業契約書
（案）

4 第2章 第13条 第2項 事業用地の使用

「施設整備業務において使用する範囲の事業用地の管理」につ
いて、この「範囲」とは、期間および区域を指しており、事業用地
における造成工事着手前の管理義務までは負わなくてもよいと
考えてよろしいでしょうか。

事業契約期間中は義務が発生します。

10
事業契約書
（案）

6 第3章 第2節 第21条 第1項
基本設計図書および実
施設計図書の提出

念の為の確認ですが、基本設計図書の内容に係る貴組合から
の適合確認の通知は、書面での交付をいただけるとの理解にて
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

11
事業契約書
（案）

6 第3章 第2節 第21条 第1項
基本設計図書および実
施設計図書の提出

事業者が貴組合へ基本設計図書を提出してから、貴組合による
内容確認、結果通知までの予定期間をご教示ください。

修正や疑義等が生じない場合については、２週間程度で通知をさ
せていただく予定です。

12
事業契約書
（案）

6 第3章 第2節 第21条 第2項
基本設計図書および実
施設計図書の提出

念の為の確認ですが、実施設計図書の内容に係る貴組合から
の適合確認の通知は、書面での交付をいただけるとの理解にて
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

13
事業契約書
（案）

6 第3章 第2節 第21条 第2項
基本設計図書および実
施設計図書の提出

事業者が貴組合へ実施設計図書を提出してから、貴組合による
内容確認、結果通知までの予定期間をご教示ください。

修正や疑義等が生じない場合については、１か月程度で通知をさ
せていただく予定です。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

14
事業契約書
（案）

6 第3章 第2節 第21条 第5項
(1)基本設計図書およ
び実施設計図書の提
出

貴組合の責めに帰すべき事由により、貴組合が負担する費用に
は、合理的な金融費用（弁護士費用等の専門家コスト、ブレーク
ファンディングコストを含むがそれらに限られない。）も含まれる
理解にてよろしいでしょうか。

組合の責めに帰すべき事由により組合が負担すべき費用が発生し
た場合には、組合が負担します。

15
事業契約書
（案）

7 第3章 第3節 第23条 第2項 建設業務等の実施
「現場代理人を１名定めなければならない」について、これは建
設業務等を１つの共同企業体で行うことを求めているものでは
ないことを確認させてください。

建設共同企業体の設立を前提とするものではありません。

16
事業契約書
（案）

7 第3章 第3節 第23条 第5項 （1）建設業務等の実施

貴組合の責めに帰すべき事由により、貴組合が負担する費用に
は、合理的な金融費用（弁護士費用等の専門家コスト、ブレーク
ファンディングコストを含むがそれらに限られない。）も含まれる
理解にてよろしいでしょうか。

組合の責めに帰すべき事由により組合が負担すべき費用が発生し
た場合には、組合が負担します。

17
事業契約書
（案）

11 第3章 第5節 第33条 第1項 稼働準備業務の実施
稼働準備業務の開始は、第34条（本施設の引渡し）以後に着手
すると理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
ただし、スケジュールの都合上、稼働準備業務を引渡前に実施を
計画することを否定するものではありません。その場合は、組合の
承諾を得てください。

18
事業契約書
（案）

11 第3章 第5節 第35条 第1項
本施設等の引渡し遅延
による費用負担

貴組合の責めに帰すべき事由により、貴組合が負担する費用に
は、合理的な金融費用（弁護士費用等の専門家コスト、ブレーク
ファンディングコストを含むがそれらに限られない。）も含まれる
理解にてよろしいでしょうか。

組合の責めに帰すべき事由により組合が負担すべき費用が発生し
た場合には、組合が負担します。

19
事業契約書
（案）

13 第3章 第5節 第36条 第13項 契約不適合責任
契約不適合責任の対象である「本施設等」は、入札説明書
P3(7)事業範囲のア施設整備業務のうち、どの業務が該当する
かご教示ください。

入札説明書P3(7)事業範囲のア施設整備業務（稼働準備業務を
除く）により整備された火葬場、外構および備品が「本施設等」とな
ります。

20
事業契約書
（案）

13 第3章 第5節 第36条 第13項 契約不適合責任

建設業務はその内容を異にする複数の企業で実施されるため、
契約不適合に関する保証書（別紙5）の差し入れは、保証範囲に
漏れが無いということを前提として、各社が請負った業務につ
いてそれぞれの企業が差し入れるということとしてよろしいで
しょうか。

別紙5については、建設企業が連名で作成して組合に差し入れる
ものとします。

21
事業契約書
（案）

13 第3章 第5節 第36条 第13項 契約不適合責任
別紙5の保証書は、基本協定書（案）別紙３に記載する業務委
託・請負契約の締結後速やかに差し入れることでもよろしいで
しょうか。

原案のとおり、本事業契約を締結後、速やかに提出してください。

22
事業契約書
（案）

13 第3章 第5節 第38条 第1項
工期の変更による費用
負担

貴組合の責めに帰すべき事由により、貴組合が負担する費用に
は、合理的な金融費用（弁護士費用等の専門家コスト、ブレーク
ファンディングコストを含むがそれらに限られない。）も含まれる
理解にてよろしいでしょうか。

組合の責めに帰すべき事由により組合が負担すべき費用が発生し
た場合には、組合が負担します。

23
事業契約書
（案）

16 第4章 第2節 第52条 第2項
事業期間終了時の対
応

「事業期間終了時から2年以内に大規模な修繕または更新が必
要となった場合には、事業者の負担において修繕または更新を
行う」とありますが、事業者は事業期間終了後に清算する想定
のため、この2年間の対応は、維持管理業務に当たる者が事業
者に代わり対応することでもよろしいでしょうか。

当該リスクの代替者が定められていれば、それが維持管理業務に
当たる者以外の者でも構いません。

24
事業契約書
（案）

17 第4章 第3節 第54条 第2項 使用料金

「使用料金の未収納のついても組合はその責任を負担せず、事
業者の負担とする。」とありますが、公金収納代行業務は、使用
者から収納した使用料金を貴組合の納付するものであり、事業
者が施設使用者として貴組合に使用料金を納付するものでは
ないため、未収納における事業者の負担は想定されないと理解
しております。施設の稼働実績に応じて未収納分も含めた料金
を、事業者が不足分を立替えて貴組合に納付しなければならな
いということでしょうか。

確実な使用料の徴収をPFI事業者へ委託するものであり、未収納
のリスクについては、事業者へ負担をお願いするものです。
なお、火葬料金の徴収については、火葬実施前を予定しておりま
す。

25
事業契約書
（案）

18 第6章 第58条 第2項 計算書類等の提出
毎期、上半期の計算書類を提出するとありますが、この上半期
における計算書類の監査は不要と考えてよろしいでしょうか。

上半期の計算書類を提出する際において、監査報告書の添付を求
めるものではありません。



No 書類名 項 大項目 中項目 小項目 細目 項目名 質問 回答

26
事業契約書
（案）

21 第8章 第2節 第65条 第4項 違約金
サービス購入料（施設整備業務）には、消費税および地方消費
税を含む金額でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

27
事業契約書
（案）

21 第8章 第2節 第65条 第5項
本施設等引渡し前の事
業者の責めに帰すべき
事由による契約解除等

念のための確認ですが、違約金請求権と施設の出来形との相
殺が認められていますが、履行保証保険が付保されている場合
には、当該相殺に先んじて、当該保証金または保険金を違約金
の支払に充当していただける理解でよろしいでしょうか。契約保
証金や履行保証保険は事業者の違約金債務を担保するための
ものであって、その性質上、先に違約金に充当されるべきものと
考えています。万が一、貴組合が違約金請求権と出来形部分の
工事費相当額との相殺を先にできるとしますと、貴組合は出来
形部分の工事費相当額の支払義務の一部を免れる一方で、貴
組合を被保険者とする履行保証保険に係る保険金も受領でき
るため、二重取りとなり、不合理な帰結になると存じます。引渡
日後についても同様です。

履行保証保険が付保されており、組合が保険金を受け取ることが
できる場合や、契約保証金が納付されている場合には、組合は当
該保険金や保証金を違約金に充当することが出来ます。

28
事業契約書
（案）

21 第8章 第2節 第65条 第7項
本施設等引渡し前の事
業者の責めに帰すべき
事由による契約解除等

貴組合よりお支払いをいただく本件施設の出来形部分につい
ては、①貴組合のご確認を頂いた基本設計図書および実施設
計図書、②また、当該出来形を形成する上で必要となった合理
的なSPC経費（SPC設立費用、金融費用等）も含まれる理解に
てよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

29
事業契約書
（案）

23 第8章 第3節 第69条 第1項

(11)本施設等引渡し以
後の事業者の責めに帰
すべき事由による契約
解除等

「受注者の経営状況の悪化」における受注者は、事業者を指す
と考えてよろしいでしょうか。

事業者から直接維持管理・運営業務を受託しまたは請け負う者を
指します。

30
事業契約書
（案）

24 第8章 第3節 第69条 第1項

(8)本施設等引渡し以
後の事業者の責めに帰
すべき事由による契約
解除等

本施設の引渡後においては、維持管理運営業務が開始されて
おり、基本的にはサービス購入料（施設整備業務）の残額は存
在しません。また、施設を引き渡して債権債務が確定しているも
のと相殺できるとすることは不合理かとも思われますので、
「サービス購入料（（施設整備業務）ならびに）という箇所を削除
していただけませんでしょうか。

原案のとおりとします。

31
事業契約書
（案）

31 第12章 第87条 第6項 個人情報の保護等
「事業者もしくは第三者が前五項の義務に違反したこと」におけ
る第三者とは、後出の「事業者の使用する第三者」と同義と考え
てよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

32
事業契約書
（案）別紙3

本日程表

本引渡予定日について、令和10年3月と記載されております
が、要求水準書60頁の「13 稼働準備業務」においては、稼働
準備業務は本施設の引渡し後に行うこととされています。その
ため、本日程表に記載されている本引渡予定日は期日として指
定されているものであり、令和10年3月に供用開始できること
を前提に、事業者で計画する稼働準備期間に応じて、本引渡日
予定日を変更することは可能と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
ただし、スケジュールの都合上、稼働準備業務を引渡前に実施を
計画することを否定するものではありません。その場合は、組合の
承諾を得てください。

33
事業契約書
（案）別紙5

第１条 保証書の様式

事業契約第52条に基づき事業者が組合に対して負う債務を事
業者と連帯して保証するとありますが、事業契約書第52条各項
には、保証に関する記載がありません。また、15年後の事業終
了時から2年以内に大規模な修繕または更新を要しないこと、
仮に大規模な修繕または更新を要することとなった場合、もっぱ
ら適正な状態で引き渡すのは、維持管理業務が適正に実施さ
れているかどうかによるものであり、その負担（保証）を建設企
業等が負うことは極めて困難と思われます。つきましては、事業
契約書第52条関連の文言を削除していただくか、修正をしてい
ただけませんでしょうか。

52条に定める事業者の債務には、事業期間終了後も継続するも
のがあり、事業者のうち当該債務の履行について保証することを
建設企業等に求めるものです。なお、事業者内部において、建設企
業等と維持管理企業が負担に関する取り決めを行うことを妨げる
ものではありません。


